ソーシャル・イノベーションの創出プロセス : NPO法人スペースふうのリユース食器を事例として by 大平 修司 et al.
１. はじめに
本研究の目的は, リユース食器事業を展開している NPO 法人スペースふうの事例を通
じて, ソーシャル・イノベーション (Social Innovation：SI) の創出プロセスを明らかに
することにある｡ 具体的には, スペースふうを社会的企業と捉え, SI の創出プロセスを
社会的事業の開発とその事業化という二つの視点から分析をする｡
少子高齢化, 障害者, 地球環境, 貧困, ホームレス, 青少年教育, 地域活性化など, 我々
が直面している社会的課題は数多い｡ このような社会的課題は, 特に日本社会においては,
政府・行政機関がその解決を図ってきた｡ しかし, 日本の政府・行政機関は小さな政府化
を推進した｡ その一方で, 企業の経営活動がグローバル化していく中で, 企業の社会的責
任 (Corporate Social Responsibility：CSR) が問われ, 企業も社会的課題の解決に関与
するようになってきた｡ このような変化の中で, アメリカのサブプライム・ローンに端を
発する, 世界的な不況の波の中で, 日本社会では ｢派遣切り｣ という社会的課題が生み出
されたように次から次へと新たな社会的課題が発生している｡
社会的課題を解決するためには, 政府・行政機関だけでなく, 企業, さらには非営利組
織 (Nonprofit Organization：NPO) がセクターを超えて, その課題の解決を図る必要が
ある (谷本, 2008)｡ そのような中で, ビジネスの手法を用いて, 社会的課題の解決を図
る社会的企業 (Social Enterprise)(１)が注目を集めている｡ 社会的企業が社会的課題の解
決を図る主体として注目されているのには理由がある｡ 第一にそれは多様化している社会
的課題を SI を創出することでその解決を図る主体として社会的企業を理解できるからで
ある (谷本編, 2006；Tanimoto, 2008：谷本, 2009)｡ 特に日本社会の現状を考えてみる
と, 政府・行政機関は小さな政府化, 企業は CSR に代表されるように, それぞれの主体
の活動が変化したことで社会経済システムが再構築されつつある｡ その社会経済システム
の再構築のためには, イノベーションを創出し, 既存の制度を創造的に破壊し, 新たな制
度を構築する必要がある (Schumpeter, 1934)｡ その再構築の中心的アクターとなりえる
のが社会的企業であり, SI を創出するという役割が求められているのである｡ 第二に社
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 社会的企業には三つの要件がある (谷本編, 2006)｡ ①社会性：社会的な課題の解決を組織のミッションとし
ていること｡ ②事業性：社会的なミッションをビジネスモデルに落とし込み, 継続的に事業を進めていくこ
と｡ ③革新性：新しい商品やサービス, それを提供する仕組みの開発, あるいは一般的な事業を活用して社
会的課題の解決とための仕組みの開発｡
とで, 多様な主体がその解決を図ることができるのである｡
本研究では, 社会的企業が SI を創出するプロセスを, 社会的事業がいかに開発され,
事業化されたのかという点について検討する｡ 以下では, まず SI の創出プロセスに関す




２. 分析の視点：マルチステイクホルダーによる SI の創出
本研究における基本的な用語を確認しておく｡ まず SI とは, ｢社会的課題を解決するた
めの商品やサービス, それを提供する新たな仕組みを創出することで, 社会的課題が解決
されること｣ を意味する(２)｡ 次に社会的企業家 (Social Entrepreneur) とは, ｢今解決が
求められている社会的課題に取り組み, 新しいビジネスモデルを提案し, 実行する社会変
革の担い手｣ (谷本編 (2006) 26ページ) を意味する｡
２-１ SI の創出プロセスに関する既存研究の検討
SI の創出プロセスを検討している研究として, Mulgan, et al. (2007), 谷本編 (2006),
Tanimoto, & Doi (2007), 谷本 (2009) 等がある｡ まず Mulgan, et al. (2007) は, SI
を社会的目的を満たす際に機能する新しいアイデアと定義し, その創出主体として, 個人
や社会的運動 (movements), 企業や行政機関を挙げている｡ その上で, SI の創出プロセ
スには, 図表１のように４つの段階があると述べている｡ このプロセスは第１・２段階が
SI の創出に関する段階であり, 一方第３・４段階は SI の普及に関する段階を示している｡
次に谷本編 (2006) と Tanimoto & Doi (2007), 谷本 (2009) では, SI を社会的商品・
サービスの開発やそれらを提供する新たな仕組みの創出によって, 社会的課題の解決が進
むことと定義し, 社会的企業を SI を創出する主体と位置付けている｡ 彼らは SI のプロセ






























出所：Mulgan, et al. (2006) pp.21‒25および谷本編 (2006) 28ページより著者作成｡
 SI に関する既存研究は, 大きく二つに分類することができる｡ 一つはマクロレベルの社会経済システムを変
革する方法として SI を捉えた研究である (Drucker, 1993；Hamalainen & Heiskala, 2007；Rosenbloom &
Marris, 1969)｡ もう一つはミクロレベルの社会的課題を解決する方法として SI を捉えた研究である
(Mulgan, 2007；Mulgan, et. al., 2007；谷本編, 2006；Tanimoto, & Doi, 2007；Tanimoto, 2008；谷本,
2009)｡ 前者の研究では, 企業や政府の行為が規制や制度, 文化といったマクロな社会経済システムの変革を




既存研究を踏まえると, SI の創出については, 社会的課題を発見し, それを解決する
ためのアイデアの創出が鍵となることが示されている｡ つまり, ｢社会的課題の発見→ア
イデアの創出→社会的事業の開発→社会的事業のテスト｣ というプロセスを想定すること
ができる｡ しかし, 既存研究では, 具体的に SI の事業化のプロセスを検討していない｡
Mulgan, et al. (2007) では SI のアイデアのテストとあるが, それはすでに何かしらの社
会的課題を解決するための商品やサービスを開発した状況にあると想定できる｡ この点に
ついては, Mulgan, et al. (2007) の研究がビジネスを通じて社会的課題を解決する社会
的企業以外にまで SI 創出の主体を広げている点が関係している｡ 一方, 谷本編 (2006)
は SI の創出主体として社会的企業を想定している｡ 谷本編 (2006) が SI 創出の主体とし
て, 社会的企業をあげているのは, 継続して商品やサービスの提供が可能なビジネスとし






ベーション (Open Innovation)｣ が提唱されている (Chesbrough, 2003)｡ また, 開か
れたイノベーションの創出については, より具体的には, 産業財の分野ではユーザーがイ
ノベーションを創出することが Von Hippel (1988) によって証明されている(３)｡ 本研究
では, イノベーション創出について, このようなステイクホルダーとの ｢関係性｣ への視
点を重視する｡ すなわち, 経営資源に乏しい社会的企業は, マルチステイクホルダー
(Multi-Stakeholder) との関係性の中で SI を創出することが可能になると捉えるのである
(マルチステイクホルダー・イノベーション (Multi-Stakeholder Innovation)｡
そして, ソーシャル・イノベーションの創出プロセスでは, 社会的課題を解決する商品
やサービス, それを提供する仕組みを作り出すことでそれが創出される｡ ただし, これは
これまで存在しなかった新製品やサービスが創出されるプライマリー・ソーシャル・イノ
ベーション (Primary Social Innovation：PSI) である必要はない｡ SI については, 既存
の商品やサービス, それを提供する仕組みを利用して, それを地域との特性に適合させる
ことでイノベーションを創出するデリバティブ・ソーシャル・イノベーション




 これを社会的企業による SI の創出という枠組みでとらえると, Von Hipple (1988) のユーザー・イノベーショ
ンは単一のステイクホルダーによるイノベーション (Single-Stakeholder Innovation) と理解することができ
る｡
 イノベーションの二分類については, Redlich (1951) を参照のこと｡ また, それを SI に応用した研究として,
谷本 (2007) がある｡
いる社会的企業である｡ 上述の SI の区分からは, イギリスで創刊された時のイノベーショ
ンは PSI であり, 日本での創刊は DSI と理解することができる｡ このように既存の商品








共創により, リユース食器事業という SI が創出されたからである｡ スペースふうは1999
年に永井寛子氏を中心に増穂町在住の主婦により創設された (NPO 法人認証は2002年)｡
設立当初はリサイクルショップを運営していたが, 多様なステイクホルダーとの出会いを
通じて, リユース食器事業を展開した｡ そのプロセスを見ると, スペースふうはステイク






















 インタビューは, 2008年８月３日, 2009年１月29・30日・４月１日に行った｡ インタビュー対象は SI を創出
したスペースふう, その主要なステイクホルダーである, ㈱はくばく, ヴァンフォーレ甲府, 増穂町町役場,




















このことから, 本事例は, 新しいアイデアやビジネスモデルを創出し, 事業展開し
ていく PSI ではなく, 既存のアイデアやビジネスモデルを活用して, 地域に適合す
るスタイルを創出し事業展開していく DSI に該当するといえる｡
③社会的課題の認知とその課題に対するアイデアの活用可能性の発見









タル事業立ち上げを提案する｡ しかし, 他の役員からは, ｢ビジネスとしての可能性
があるなら大手企業が既に手をつけている筈だ｡ 発想は良いが事業としては難しい｡｣
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 この時期, コープやまなしにおいてもリユース食器の開発というのが方針課題としてあがり, 導入に向けて
内部で検討が進んでいた｡ しかし組合員活動などの一部分でしか使用しないものに大量の開発資金を投入す
ることは難しいという判断になり, 費用対効果の問題で断念している｡















に直面したのは, 資金調達の問題であった｡ 永井氏は, 甲州増穂まつりに導入するど
んぶりの素材をポリプロピレンにすると決めていた(８)｡ そこで, インターネットで調
べたり, 倒産品まで購入の可能性を探ったりしたが, リユース食器が非常に高価であ
ることが判明した｡ また, リユース食器を製造のためには, ポリプロピレンを流し込
む金型を独自に作成する必要があった｡ そのため, 複数の金型業者から見積もりを取っ
たところ, 金型一つで100万円から300万円もすることが判明した｡ 当時, 永井氏やス
ペースふうには, それを製造するだけの資金はなかった｡
②仲介役との出会い
資金調達の課題に直面していた時, 永井氏は, 日経ビジネス誌の ｢NPO が企業を






深いものの, 先立つものがない, という状況だった｡｣ と振り返っている｡ また, ｢一
方産業界には, 環境に対する想いはあるが, 経営上の利潤を求めれば取り組めない,
と残念がる企業家がいることを知っていた｡ 彼らと結びつければ事業化になるのでは





 ｢環境ホルモンの負担が小さい｣ と多くの人からアドバイスを得ていた｡ またドイツでもポリプロピレン製の
リユース食器を使っていることが分かっていた｡
 伊藤氏は ｢永井氏のことは以前から知っていた｡ 増穂町の審議会で知り合った｡ 永井氏はインターチェンジ
周辺開発に関する審議会の委員を務めており, そこで知り合ったように記憶している｡｣ とコメントしている｡





社長) 長澤利久氏だった｡ 永井氏は伊藤氏の紹介である旨を告げ, 長澤氏との面会に
こぎつけた｡ 長澤氏と面会の際には, 特に企画書を持参したというわけではなく, 循
環型社会へ向けた地元での活動の意義に対する熱い想いを永井氏が中心となって訴え
た｡ 例えば, 菜の花まつりが町の広報誌の表紙になったことを紹介し, スペースふう
が町の様々なイベント等に参画しており, 近く NPO の認証を得ることを伝えた｡ そ
の結果, スペースふうの活動について強い興味を示し, 具体的な資金問題の話にまで
発展する｡ 永井氏らは当面の必要資金として300万円の支援を願い出たところ, ㈱は
くばくを中心に, 株式会社吉字屋本店 (石油卸売・小売), 印傳屋上原勇七 (皮革製
品製造販売), 株式会社アピオ (婚礼・葬祭業), 山梨貨物自動車株式会社 (運送業)
の経営者が支援者 (発起人) となり, ｢スペースふうを支援する会｣ が創設された｡

















増穂町はごみの分別収集に先駆的に取り組んでいた｡ また, 1990年代後半には, 使い
捨て食器の問題を解決できる環境にやさしいイベントの模索を始めていた｡ さらに,




たが, それも不評だった｡ このような経緯の中で, スペースふうからリユース食器導
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増穂祭りでリユース食器が導入された｡ 当時の増穂まつりでは, デポジット (預かり




















トを与えた｡ スペースふうの地元には, ヴァンフォーレ甲府 (以下, VF 甲府) という














るような制度だと言い, 早速 VF 甲府の知人に連絡を入れた｡
長澤氏の紹介を受けた, 永井氏らは VF 甲府を訪れた｡ 長澤氏は VF 甲府のチーム
消滅の危機を救った人物であり(14), VF 甲府側はリユースカップを小瀬スタジアムで

































 VF 甲府は2000年末に存続危機に陥っている｡ 当時は累積赤字４億円 (債務超過１億円) で, チームも (引き
分けをはさんで) 25連敗と, 会社もチームも死に体だった｡ この危機的状況に主要株主 (山梨県・甲府市・
韮崎市・山日 YBS グループ) は ｢年間シート5,000人, １試合平均観客数3,000人, 広告 (スポンサー) 収入
5,000万円｣ というノルマを設定し, 2001年にこれをクリアできなければチームを解散することを決定してい






き, リユースカップのデザインは ART BOX C. DESIGN という会社が担当した｡
デザイナーとのやり取りでリユースカップの側面に広告面を設け, スペースふうの収
入の一つにするというアイデアが出た｡ このアイデアは, まさにリユースカップをビ
ジネスとして考えるという表れでもあった｡ また, デザインについては, 窪田氏が中
心となり, 上述した県の職員らも交えてデザインされた｡
次にそのデザインに基づき, 金型を製造することとなった｡ しかし, 実際金型を製
造する際に経済産業省からの助成金を使用できないことが判明した(16)｡ そこでスペー
スふうは, いつものように長澤氏に相談に行った｡ 相談した結果, 長澤氏が理事を務
める山梨信用金庫から, スペースふうの名義で永井氏と長澤氏が個人的に連帯保証人




た｡ リユースカップは, 経済産業省の助成金を使用し, 50,000個を作成した(17)｡ また,
シールについては, VF 甲府の名前を印刷したものを作成し, 地元のボランティアに
それを張ってもらった｡
さらに, 増穂まつりでリユースのどんぶりが返却された時は, それをスペースふう
の職員が手洗いしていた｡ しかし, VF 甲府との取り組みは手洗いで対応できないほ


























そして, リユースカップのレンタル料は, 20円とした｡ そのうち, 10円はドリンク




月１日対川崎フロンターレ戦は, 7,433人の観客動員があった｡ 試験導入では, リユー
スカップの使用に対する観客の混乱もなかった(20)｡ 特に試合後に出されるごみの量が






た｡ 協議の結果, スポンサーを募る際に ｢小瀬スタジアムエコプロジェクト｣ を企画
し, それに協賛してもらうエコパートナー企業を募った｡ このエコパートナー企業を
探すことについても, 長澤氏が企業を紹介し, 山梨貨物株式会社と株式会社サン宝石,
東京電力がエコパートナーとなった｡ エコパートナー企業には, 20万円, もしくは５
万円の協賛金を支払ってもらう｡ 20万円のエコパートナー企業はスタジアムの横断幕
に会社の名前が入り, 一方５万円の企業はリユースカップへ広告を掲載することがで






し, 販売店が10.5円, VF 甲府が14.5円を負担することにした｡
その後, 小瀬エコスタジアムプロジェクトは進化をし続けている｡ 2006年度には,
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 カップの製造費は60円であるので, たとえ持って帰られても, スペースふうには40円の収入となる｡
 はくばくは後述するエコパートナー企業第１号である｡ この試験導入の時は, はくばくは550万円を負担した｡





などをおこなう ｢エコロジカルステーション (通称エコステーション)｣ を設置した｡
一方, それを協賛するエコパートナー企業に対しても様々な企画を提案している (図
表２)｡ この企画は, VF 甲府事業部営業課の高野伸介氏とスペースふうの窪田氏が
中心となって企画をし, 営業活動を展開している｡ このような取り組みもあり, リユー











ロセスでも, 窪田氏はビジネス感覚に磨きをかけている｡ 窪田氏によると, エコパー
トナーへの営業活動は生まれて初めての経験であり, 営業活動を始めた当初は, 高野
氏の対応を見よう見まねでしていたという｡ しかし, 経験を積むにつれ, 窪田氏はビ
ジネス感覚を磨き, 現在ではエコパートナー募集に一人で営業に行くようになった｡
また, 窪田氏はリユースカップ事業を採算ラインにいかに合わせるかということから


















エコステーション案内 POP への社名 １試合30枚, 20試合に掲示 300,000円
出所：スペースふう 『小瀬エコスタジアムプロジェクト企画書』 より著者作成｡
下フォーラム)｣ を開催していた｡ フォーラムは, 上述の経済産業省の助成金を使用し,
スペースふうと増穂町が共催し, 環境省, 山梨県, 増穂町商工会, 地球・人間環境フォー
ラムなどが後援し, 増穂町文化会館で開催された｡ スペースふうがこのフォーラムを開
催できたのも, 環境省を訪問したことがきっかけであり, その後, 地球・人間環境フォー
ラムの関係者とも環境省の職員の紹介でつながりを持つようになったからである｡ この
フォーラムには, 全国から350の個人や団体が参加し, 様々な事例が報告された｡ スペー




やまなし, 甲府武蔵野シネマ５, NTT ドコモ山梨の協賛で ｢エコシネマプロジェクト｣




次にフォーラムで事例報告をした, A SEED JAPAN との関係構築である｡ A SEED
JAPAN (Action for Solidarity, Equality, Environment and Development) は, 1991
年10月に設立された日本の青年による国際環境 NGO であり, 野外イベントでの環境対
策事業, 国際会議での政策提言などを行う団体である｡ この A SEED JAPAN が主催
するイベントである ap bank フェスティバルでは, スペースふうのリユース食器およ
そ10万個が使用されているという(21)｡
さらにフォーラムを開催したことで, スペースふうへのリユース食器貸出の注文は増
加した (図表３)｡ 特に2005年度と2007度を比較すると, レンタル個数は倍になり, 注
文件数は2.5倍となっている｡ 一方, レンタル数と注文数の増加に伴い, 事業収入も増




2006年４月には, スペースふうの活動を全国的に展開させるため, ｢ふうネット｣ を








ている形になっているが, 実際はスペースふうがそれを全面的にバックアップしている｡ なお, A SEED
JAPAN のゴミゼロナビゲーションチームの Dish Reuse System というプロジェクトである｡ 実際, 2007年
度の ap bank fes'07では, お皿31,962枚, カップ5,948個が使用されている (ゴミゼロナビゲーションホーム
ページ (http://www.gomizero.org/action/dish_reuse_system/index.html) より)｡
受賞したことで, 全国からレンタル食器の申し込みが殺到したことによる｡ 当初, スペー
スふうはそれらに郵送でリユース食器を送っていた｡ しかし, スペースふうはその配送
にも環境負荷がかかるため, 地域ごとにスペースふうと同じ取り組みをする拠点を設け
ようとした｡ 実際, スペースふうは, ふうネットを作る以前に, 現在は九州の拠点となっ
ている, 北九州大学大学院生命体工学研究科教授白井義人氏が理事長を務める ｢NPO
法人北九州エコ・サポーターズ｣ (協働当初の名称は ｢こみんず (いいづか環境市民会

























































開の道を歩んだ｡ 2009年現在, ふうネットは全国四地域の NPO 法人と連携している(22)｡
これらの事業所に対しては, スペースふうが食器を販売し, それを各事業所が使用する
という形式を採用している｡ 各事業所には, リユースカップであれば, まず一個60円支
払ってもらう｡ 加えて, １カ月ごとにカップ一個につき, はじめの２年は１円を支払っ




めに, スペースふうの方で職員を現地に送り, ボランティアの指導やごみの分別, リユー
ス食器を使うのであればその数から回収所の設置数・場所までをコーディネートする事
業である｡ この事例としては東京都, 埼玉県, さいたま市, 千葉県, 千葉市, 神奈川県,
川崎市, 横浜市の八都県市が合同して, 環境対策や廃棄物対策などの委員会を設置して
おり, その廃棄物問題検討委員会が2007年度に ｢リデュース＆リユース in 八都県市キャ




アップしたものであった｡ 特に食器はスペースふうの金型を利用し, 食器に ｢リデュー













止めるとともに, 組織を運営する役割を主に担っている｡ 窪田氏は, 事業化するプロセス
で磨いたビジネス感覚を持ち, 営業活動などを通じて事業を軌道に乗せ, さらに拡大させ
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との関係性の中から社会的事業が開発され, それが事業化される, SI の創出プロセスを
検討した｡ 本研究の結論としては, 図表５にあるように, 多様なステイクホルダーからの
有形・無形の支援や協働関係から SI が創出されるということが事例分析を通じて確認で
きた｡ すなわち, SI の創出に関しては, カリスマ的な ｢個人｣ の存在だけではなく, マ
ルチステイクホルダーによる ｢関係性｣ への視点を重視し, そこから新しいイノベーショ
ンが創出されると捉えることが重要であることが指摘できる｡ さらに, これらのマルチス





ていた｡ 本研究は SI の創出に関する研究を通して, イノベーションがマルチステイクホ
ルダーによって創出されることを明らかにしたという点では, オープン・イノベーション
をより具体的に検討したという貢献があるだろう｡
次に, 社会的企業による SI の創出については, 次のような貢献がある｡ それはたとえ
経営資源に乏しい状態からの社会的企業であっても, 社会的ミッションへの共感がマルチ
ステイクホルダーによる多様な支援を生みだすことで, SI の創出が可能であるという点
である｡ 日本の社会的企業の現状は, まだ小規模なものが多く, 今後, その拡大が期待さ













究科教授) が主催するソーシャル・イノベーション研究会 (大室悦賀先生 (京都産業大学
経営学部准教授), 土肥将敦先生 (高崎経済大学地域政策学部准教授)) での共同研究の成
果の一部である｡
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VF 甲府の紹介, リユースカップ導入への助言, 資








































VF 甲府高野伸介氏, 山梨県増穂町役場職員の方々, コープやまなし職員の方々に感謝の
意を述べたい｡ 特にスペースふうの方々には, 貴重な内部資料まで公開していただいた｡
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じて確認できた｡ すなわち, ソーシャル・イノベーションの創出に関しては, カリスマ的
な ｢個人｣ の存在だけではなく, マルチステイクホルダーによる ｢関係性｣ への視点を重
視し, そこから新しいイノベーションが創出されると捉えることが重要であることが指摘
できる｡ さらに, これらのマルチステイクホルダーには, 例えばアイデアの提供・資金の
提供・ノウハウの提供など, ソーシャル・イノベーション創出に向けたそれぞれの役割が
あることが明らかとなった｡
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